
知 の 創 造

リーディング・プロジェクトの実施

知 の 保 護 と活 用

大学「知的財産本部」の整備
（平成１５年度：数十の国公私立大学を予定）

大学における知的財産の活用等を戦略的にマネー
ジメントするため、数十の主要な国公私立大学に
「知的財産本部」を整備

人 材 の 養 成

知的財産専門人材の
養成

・我が国で不足している知的財産の取得・活
　用や産学官連携を専門的にマネージメント
　できる人材を大学等で養成　　　　　　

　２１世紀において世界をリードする『知の集積国家』を構築するため、大学に
おいて独創的な「知」の創造及び活用を戦略的に推進するとともに、それを支え
る優れた人材の養成を総合的に推進する。

技術移転支援センターの整備

大学等の研究成果の戦略的な権利化を推進するため、
ＴＬＯ等の特許出願を資金面等でサポート

質の高い基礎研究の推進

経済活性化に向け、実用化を念頭においた研究
開発プロジェクトを大学等と企業とが協力して
推進（例：テーラーメイド医療実現化プロジェ
クト、生命分子生産プロジェクト、ナノテク･新
しい原理のデバイス開発、ナノテク・ヒューマ
ン･ボディー･ビルディング　等）

質の高い基礎研究の推進を図ることにより、ブレー
クスルーをもたらす独創的な研究成果を創出

・法科大学院における知的財産法をはじめ
　とするビジネス関連法分野の強化

知　的　財　産　の　戦　略　的　活　用
－知の集積国家の創成を目指して－

〈平成１５年度新規施策〉

＜平成15年度新規施策＞



研究者の自由な発想に基づき、幅広く独創的・先駆的な研究を推進

○「科学技術基本計画」
○「経済財政運営と構造改革に関する
基本方針２００２」 （閣議決定）

○「競争的研究資金制度改革について
（中間まとめ）」
○「平成15年度の科学技術に関する予算、
人材等の資源配分の方針」

（総合科学技術会議）

○「科学研究費補助金の改善について」
（科学技術・学術審議会学術分科会
研究費部会報告）

○「大学における研究費の在り方
（審議経過の整理）」

（同分科会研究費部会・
基本問題特別委員会）

◎研究費としての目的・
役割の明確化

◎評価の充実

◎効果的な配分

科研費の拡充 制度の改善

☆優れた研究の重点的推進
特別推進研究、基盤研究(Ｓ)(Ａ)、学術創成研究費の拡充

（１１１億円増）

☆次代を担う若手研究者の育成
若手研究、特別研究員奨励費の拡充（３１億円増）

☆未来を切り拓く芽となる新たな研究の推進
特定領域研究、萌芽研究の拡充（８６億円増）

☆公正で透明性の高い評価システムの確立
・プログラムオフィサーの配置
本省 学術調査官の拡充 １０名→２５名
日本学術振興会 学術システム研究センター（新規）

常勤８名 非常勤８８名
・プログラムディレクターの配置
日本学術振興会 学術システム研究センター（新規）

常勤３名 非常勤１名

☆研究実施体制の責任の明確化
公募要領において、個人研究が中心であること、原則分担
金の配分ができないことを明示

☆より適切な審査の実施
研究計画調書の記載内容の改善等

☆ 繰越明許費の要求

平成１５年度要求額 １，９２５億円（１４年度予算額 １，７０３億円）

〔うち間接経費１５年度要求額１６８億円（１４年度予算額１１６億円）〕



戦略的創造研究推進事業の拡充と改革

　　
１．社会的・経済的ニーズに対応する基礎研究を推進するという事業趣旨に沿った制度改革
２．総合科学技術会議の「競争的研究資金制度改革について」への対応
３．科学技術基本計画等の方針に基づく競争的資金の倍増
４．ＪＳＴの独立行政法人化

対応すべき課題

①研究マネジメントへの対価として、研究課題のリーダー
　（研究代表者）に時間外兼業分の人件費を支給。

②研究実施場所を確保するため、その対価を研究機関に
　支払う。

③間接経費に相当する経費を支払うことによる、研究機関
　の本事業に対するインセンティブの向上。

④優れた研究成果が期待されるものは、前年度に引き続き、
　切れ目無く継続。

⑤研究課題の評価や研究領域の研究マネジメントを行う
　研究総括とともに、プログラムオフィサー機能を強化する
　スタッフの配置。

⑥戦略目標の達成に向けた、機動的かつ柔軟な研究の
　推進を可能とするため、ＪＳＴの独法化後は、運営費交
　付金にて拡充を図る。

＜事業のスキーム＞
予算要求のポイント

戦　略　目　標

研究領域 研究領域

社会・経済ニーズや技術シーズ

公募

文部科学省が設定

研
究
者

研究課題

研究総括

研究課題

研
究
者

研
究
者

研
究
者

研究領域

公募（又は指名）

研
究
者

研究総括

研
究
者

研
究
者

研究グループ研究グループ

・研究マネジメント
・評価

・研究実施
・評価

研
究
者

研
究
者

研
究
者

評価委員会

科学技術振興事業団

公募型 総括実施型

平成１５年度概算要求額　　４８５億円
平成１４年度予算額　　　　４２７億円

①新規領域分　　　　　　　　　２１億円
（公募型４領域＋総括実施型３領域）
②継続領域分　　　　　　　　４５８億円
（公募型48領域＋総括実施型５領域
　　　　　　　　　　　　　　　　　＋延長分）
　①＋②のうち
　　間接経費相当分　　　　　３４億円

③ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｵﾌｨｻｰ機能の強化　６億円



経済活性化のための研究開発プロジェクトの推進

ライフサイエンス

○「テーラーメイド医療
実現化プロジェクト」

○「再生医療の実現化
プロジェクト」

○「細胞・生体機能シミュ
レーションプロジェクト」

○「生命分子（タンパク
質・糖等）生産プロジェ
クト　　

○「光技術を融合した
生体機能計測技術の
研究開発」　

情　報

○「e-Society基盤ソ
フトウェアの総合開
発」

○「ナショナル・リサー
チグリッド・イニシア
ティブ」

○「準天頂衛星によ
る移動体ブロードバ
ンド通信環境創出」

環境

○「一般・産業
廃棄物・バイオ
マスの複合処理・
再資源化プロジェ
クト」

○「都市型水循
環インフラから
の有用資源回
収プロジェクト」

ナノテクノロジー・材料

○「ナノテクノロジーを活用した
新しい原理のデバイス開発」

○「量子情報処理プロジェクト」

○「極端紫外（EUV）光源開発
等の先進半導体製造技術の実
用化」

○「エネルギー起源CO2削減の
ための超耐熱材料イニシアティ
ブ」

○「ナノテクノロジーを活用した
人工臓器・人工感覚器の開発
－ヒューマン・ボディー・ビルディ
ング－」

○「次世代の科学技術をリード
する計測・分析・評価機器の開
発」

○「次世代型燃料電池プロジェ
クト」

◎明確な研究開発成果の目標を設定　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＊次代を先導するブレークスルーをもたらす　　　　

◎社会・経済での活用に関する具体的ビジョン 　　　　　　　　　　　　　　　＊プロジェクト着手段階から社会・経済での活用の将来像を描きつつ、　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実用化まで一貫して推進
◎大学等と産業界のポテンシャルを最大限活用　　　　　　　　　　　　　＊知の創生の拠点である大学、特殊法人・独立行政法人等と企業が一　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　体的にプロジェクトを推進し、両者のポテンシャルを最大限に活
用

○「ものづくりトライアル・パーク」

○「新産業基盤『未踏光学（テラヘルツ光
学）』開発・創生プロジェクト」

○「高度即時的地震情報伝達網実用化プ
ロジェクト」　

その
他

平成１５年度要求額：６０３億円

（新規）（２０プロジェクト）《基本概念》

　＊新たな市場創出と高い経済活性化効果



大学知的財産本部整備事業
～知的財産の戦略的「創出」「取得」「管理」「活用」のための体制整備～

○ポイント
　・知的財産の機関一元管理への移行を踏まえた
　　体制構築
　・大学の自由な発想に基づく新しいマネジメント
　　体制
　・民間企業経験者等の外部人材の積極的活用
　・ＴＬＯ等外部組織との連携強化

○産学官連携の強化

○各研究プロセスにおける成果の計画的な権利化

○実用化に直結する知的財産の創出

学　　長

知的財産本部
（担当副学長等）

（機能） 　　　　　　　　　　
・知的財産戦略の企画・立案　　　　
　・知的財産創出・取得のマネージメント
　・知的財産の管理・活用ルール作成　　
　・産学官連携の基本的ルール作成　　　
　・研究成果・秘密情報の保護　　　　　
　・知的財産の扱いに関するアドバイス・
　　学内啓蒙　　　　　　　　　　など　

ＴＬＯ等
・特許等の活用・対価の配分等

ＴＬＯ等
・特許等の活用・対価の配分等

・外部人材の積極的活用
・内部人材の教育・訓練
・企業経験者（知的財産部、
研究開発部等の経験者）

・弁護士・弁理士等の専門家

　　 　　　　　　　など

研
究
協
力
部
課
等

事務組織

○優れた知の創造と活用による経済・社会の活性化
　・新産業の創出
　・ベンチャーの育成
　・知的財産を活用した国際競争力の強化　等
○「知的財産立国」の実現

共同研究・受託
研究の契約事務

研究組織

大
学
院
・
附
置
研
究
所

共
同
研
究
セ
ン
タ
ー

・リエゾン活動　
・共同研究や受託
研究の推進　

平成１５年度要求額　６０億
円

・知的財産管理体制イメージ例



　　　　　TLO等
（大学・公的研究機関も含む）

特許出願支援

出願
（国内・海外）

TLO等による
ライセンスの
実施

・新規性
・進歩性
・波及効果
　　　　　等

・特許調査
・海外技術動向調査
・市場調査　　等

特許戦略調査
（国内・海外）

維持・管理

JST技術移転支援センター

企業等（TLO含む）

目利き人材育成

技術移転支援センター
趣旨
　科学技術振興事業団（ＪＳＴ）の能力を活用し、ＴＬＯ等の研究成果の特許化を推進するため、今まで十分
な対応が図られていない海外特許の取得支援を含む特許出願等を総合的に支援する体制を整備するとと
もに、目利き人材の育成、総合的な技術移転相談窓口機能等を集中化し、新たに技術移転支援センターを
整備する。
　
-POINT-
技術移転支援センターとして、主に次の３つの機能を整備する。

①特許出願支援　　　　　　（海外特許を中心とした特許取得費用支援）
②目利き人材育成　　　　　（大学の研究実務担当者、地域のコーディネーター、TLO職員等のスキルアップのための研修）
③技術移転相談窓口　　　（TLOのない地域等からの技術移転相談の窓口）

期待される効果　：　ＴＬＯ等からの海外特許出願等の大幅な強化

平成１５年度要求額　２０億円

技術移転相談窓口



　　　　　　　新興分野人材養成（知的財産）平成１５年度　振興調整費の内数

　「知の世紀」たる２１世紀においては優れた知的財産の創出のみならず、その確保・活用が重要。我が国において
は知的財産の確保、活用に通暁する人材が不足しており、早急に人材を養成・確保する必要があるため、科学技
術振興調整費を活用し、公募により大学等に関係ユニットを設置し戦略的な養成を図る。

　
　
　
文
　
部
　
科
　
学
　
省

大学等
ユニット

●人材養成のための充実　
　　した教育体制整備

●科学技術と知的財産を　
　　融合した実践的教育

　研究開発に従事す
る者のモチベーショ
ン向上、研究開発活
動の活発化

技術移転の促進と
研究機関等への利
益の還元による理
想的な産学官連携
スパイラルの創出

産業界における国
際競争力の向上、
企業の収益体質の
向上

科
学
技
術
振
興
調
整
費

知的財産の確保、活用
に通暁した人材の養成

民間企業、大学等

知的財産の活用等
に関する学内・社内
啓蒙活動

技術シーズの発掘
から実用化に至る
までの契約手続
き等、各種事務の
一貫したサポート

企業における知的
財産戦略の立案



  

２ 

「知的財産戦略専門調査会中間まとめ」に基づく著作権戦略の推進 

中間まとめの内容 

法律ルールの整備 

 

円滑な流通の促進 

 

 

国際的課題への対応 

著作権教育の充実 

 

司法救済制度の充実 

文部科学省の取組 

クリエータの

保護の充実 

○著作権法を改正：「放送事業者等」に「インターネットでの
無断送信を差し止める権利」を付与 

○審議会で検討 ：放送事業者・実演家の権利拡充を検討中 

新しいビジネス

モデルの開発 

○ 事業者支援を推進：新たな「ビジネスモデル」の構築を支援

○ 研究開発を開始 ：「ネット上での契約システム」を研究 

○ 審議会で検討開始：権利者の「意思表示システム」を開発 

海賊版対策 

国際的ルール

作りへの参画 

○ 総合的な海賊版対策を推進               
：官民協力体制の確立、二国間協議等を 
実施 

○ 国際ルール作りに貢献 
：新条約等の検討に積極的に参画 

著作権教育の

推進 

○ 総合的事業を開始：学校教育を含め、広く国民に対し、 
著作権に関する知識と意識を普及 
する事業を実施中 

司法救済制度の

充実 

○審議会で検討開始：損害賠償制度の強化等について検討中 

  

世
界
に
通
用
す
る
高
質
な
コ
ン
テ
ン
ツ
の
生
産
と
発
信 


